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東京都立大学法学部教授
行政学、都市行政論／東京大学大学院博士課程修了、博士（学術）

• （公財）特別区協議会 特別区制度懇談会委員

• 中央区情報公開・個人情報保護審査会会長／行政不服審査会
会長

• 世田谷区参与・せたがや自治政策研究所所長

• 総務省他総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会座長

• 総務省地域づくり人材の養成に関する調査研究会座長

• 全国知事会地方自治政策センター頭脳センター専門委員

• 八王子市地域づくり推進基本方針改定懇談会会長

• その他、国・自治体等の委員多数

著書：

• 『コミュニティ自治の未来図』ぎょうせい

• 『これからの地方自治の教科書 改訂版』共著、第一法規

• その他に、雑誌『ガバナンス』連載中

プロフィール 大杉 覚 おおすぎさとる
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第1回基調講演の振り返り①

 「遠隔連携による災害援助」の視点

• 特別区が進める遠隔連携（全国連携その
他）による災害援助の拡充

• 災害援助体制を補完かつ実質化する遠隔
連携による災害援助

• 遠隔連携による災害援助の熟度を高める
ために

• 「共在」を基礎にした遠隔連携と災害援
助のこれから
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第1回基調講演の振り返り②

 遠隔連携の熟度を高める取組みとして、

• BCPや受援計画の策定、規定内容の相互
確認や策定支援、共同訓練の実施

• 事前及び現地での特別区間、支援自治体
間の連携・調整（業務のすり合わせ、引
き継ぎなど）

• 実務面での習熟の必要性（罹災証明事務
など）



5

（参考）特別区の対応状況
項 目 回答数

（N=14）

１ 支援・受援についてBCP（業務継続計画）に具体
的に規定している

1

２ 協議等を定期的に実施している 6

３ 訓練等を定期的に実施している 4

４ 防災等をテーマにして相互の住民を交えた連携・交
流を行っている

0

５ BCP策定や訓練実施等のノウハウについて相互に
協力している

1

６ １〜５以外に災害援助に関するその他の連携関係が
ある（具体的に）

4

７ 協定締結以外には災害援助に関して特段の取組みは
していない

4
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第1回基調講演の振り返り③

 これからの全国連携のあり方として、

• 遠隔連携による災害援助に関する調査研
究の推進

• 日常的に遠隔連携を緊密化させることで
災害援助機能の向上と「共在」感覚に基
づく我がごと化（cf．職員・区民の災害ボラ
ンティア活動など）

• 災害の記憶を風化させない、教訓伝承等
の持続的かつ組織的な取組み

• 特別区長会事務局の連絡調整機能の向上
と中間支援機能の強化
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〝普段着〟の交流からの支援・受援

 支援・受援体制の整備が必ずしも十分
でなく、訓練等の実施も限定的

 地に足のついた対応をするには、日頃
からの〝顔の見える〟〝普段着〟の関
係から

 被災状況によっては連絡手段が取り難
い場合があるので、事前の連携は有効

 すでに特別区長会、各特別区は全国連
携等の遠隔連携の蓄積があるので、そ
れを有効活用すべき



8（出典）特別区全国連携プロジェクトパンフレット（令和5年3月発行）



9（出典）特別区全国連携プロジェクトパンフレット（令和5年3月発行）
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（出典）特別区全国連携プロジェクトパンフレット（令和5年3月発行）
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〝普段着〟の交流の課題

 交流のない自治体も多数ある。交流があってもその
関係性の程度はさまざま

 当然ながら〝普段着〟の交流では、被害状況や必要
な支援物資・人員をあらかじめ想定できるわけでは
ない

 受援側の被災状況や要望等の確認は必須。一方的な
判断で被災地の受け入れ態勢が逼迫するなどの問題
が起きないよう留意する必要

 一部の特別区を除き、交流先の自治体すべてと災害
時相互応援協定を締結しているわけではない

 協定が締結されていても訓練等の実績がない場合が
ほとんど



12

荒川区

 広報課において、協定自治体と発災時を想定した訓練を定期的に実
施している。

 訓練実施内容は次のとおり。

〇衛星FAX通信訓練 … 衛星FAXの使い方を確認するため、荒
川区とつくば市で相互に衛星FAXを送り合う。

〇研究会 … 昨年度の訓練の反省点や、課題等につい
て話し合う。

〇代理掲載訓練 … 発災時を想定し、相手方にダミーの被害
状況を衛星FAXで送り、受信側でホームページ掲載をイメージし、
データ化する。

〇写真撮影訓練 … 相手方の自治体の街の様子を知るために、
隔年で相手自治体を訪問し、防災施設等を確認する。

杉並区

 災害時の相互連携のために北海道名寄市、群馬県東吾妻町、福島県
北塩原村、新潟県小千谷市、東京都青梅市、福島県南相馬市、山梨
県忍野村、静岡県南伊豆町、東京都杉並区で自治体スクラム支援会
議を構築している。

（出典）令和５年度第1回全国連携講演会実施時アンケート調査結果より
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実効性向上へもう一歩前へ

 いざ支援時のために、住民・職員同士が人柄、土地
柄を相互に通じあえる本物の交流へ

 交流を契機に、協定締結に歩を進めた場合、そこに
とどまらず、支援・受援の計画化と計画化の相互支
援・受援、計画に基づく訓練実施など実効的な取組
みへ

 とりわけ東京が受援側になることを想定した取組み
をできるところから着手へ（支援側自治体からの
声）

 企業との連携をさらに推進

 以上を、特別区全国連携プロジェクトに位置づけて
実効性確保の進捗管理に関して情報共有へ
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ご清聴ありがとうございました


